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令和元年度宇部市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の 

規定により審査に付された令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比

率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり

意見を提出します。 
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文中及び各表中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。 
したがって、合計額と内訳が一致しない場合がある。 
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Ⅰ 健全化判断比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   令和元年度決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将

来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和 2 年 7 月 29日から同年 8 月 20 日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

   健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、か

つ、正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし健全化判断比率の算

出過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されてい

るかに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに参考書類と照合精査して審査

した。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率については、いずれも適正に算定され、その算定の

基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

  （単位：％） 

区  分 
健全化判断比率 

早期健全化基準 財政再生基準 
令和元年度 平成 30年度 

実 質 赤 字 比 率 － －  11.56 20.00  

連結実質赤字比率 － －  16.56  30.00  

実質公債費比率 3.8 5.1  25.0   35.0  

将 来 負 担 比 率 28.6 21.3 350.0   

※ 各比率の「－」は実質赤字額、連結実質赤字額がないことを表す。 

  

   なお、最近５か年の実質公債費比率及び将来負担比率の推移は、次のとおりである。 
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第６ 審 査 意 見 

令和元年度決算に基づく健全化判断比率について、実質赤字比率及び連結実質赤字

比率は、ともに黒字で赤字額はない。 

また、実質公債費比率は前年度に比べ 1.3 ポイント改善し、将来負担比率は 7.3 ポ

イント悪化しているものの、いずれも国の示す早期健全化基準を下回っており、健全

な状態にあると認められる。 
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第７ 審査の概要 

 １ 実質赤字比率 

   一般会計等の実質赤字比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

              （ 66,368,312 － 68,336,552 ） ＋ 702,440 

                      36,375,405 

 

※ 一般会計等  ：  一般会計及び特別会計のうち、事業の実施に伴う収入をもって当該事業に要

する費用を賄うべき事業に係る特別会計及び地方公営企業法を適用する特別会

計並びに地方財政法施行令第 46条に規定される特別会計のいずれにも属さない

特別会計の総称である。 

なお、宇部市では、一般会計及び公共用地造成事業特別会計のことをいう。 

※ 標準財政規模 ：  市税や普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入さ

れる財源を理論的に算定したもの 

 

 

 ＜実質赤字比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 68,336,552 65,321,392 3,015,160 4.6 

歳 出 総 額 66,368,312 63,716,790 2,651,522 4.2 

翌年度へ繰り越すべき財源 702,440 469,283 233,157 49.7 

実 質 収 支 額 1,265,800 1,135,319 130,481 11.5 

標 準 財 政 規 模 36,375,405 36,322,778 52,627 0.1 

実際に算出される数値 △3.47 △3.12 △0.35 － 

 

   実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する程度を

指標化したもので、令和元年度一般会計等の翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた

実質収支額は 1,265,800 千円の黒字であり、実質赤字は生じず、比率の表示は「－」

となる。 

   なお、上記の算式による標準財政規模に対する数値は△3.47％となり、前年度に比

べ 0.35ポイント改善している。 

一般会計等(※)の実質赤字額 

実質赤字比率 (％) ＝ × 100 

標準財政規模(※)      

 （ 歳出総額  － 歳入総額 ） ＋  翌年度へ繰り越すべき財源  
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２ 連結実質赤字比率 

   公営企業会計を含む本市の全会計を対象とした連結実質赤字比率の算出過程を式で

示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

              ( 0 ＋ 0 ）－（ 2,011,501 ＋ 7,658,702 ） 

                                 36,375,405 

 

 

①  一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業をいう。以下同じ。）以外の

特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

②  公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

③  一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

④  公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全会計の実質赤字額 

標準財政規模  

連結実質赤字比率 (％) ＝ 

①   ②           ③            ④ 

× 100 
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＜連結実質赤字比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

①一般会計及び公営企業会計以外   
  の 特 別 会 計 の 実 質 赤 字 額 0 0 0 － 

②公営企業会計の 資金不足額 0 0 0 － 

③公営企業以外の 実質黒字額 2,011,501 2,000,407 11,094 0.6 

 一 般 会 計 等 1,265,800 1,135,319 130,481 11.5 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 232,547 388,226 △155,679 △40.1 

国民健康保険事業特別会計 356,754 329,392 27,362 8.3 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 54,081 53,598 483 0.9 

市 営 駐 車 場 事 業 特 別 会 計 102,319 93,872 8,447 9.0 

④ 公 営 企 業 会 計 の 剰 余 額 7,658,702 7,127,362 531,340 7.5 

 法
適
用
企
業 

水 道 事 業 会 計 4,333,864 3,956,363 377,501 9.5 

下 水 道 事 業 会 計 2,557,986 2,450,429 107,557 4.4 

交 通 事 業 会 計 714,815 671,882 42,933 6.4 

法
非
適
用
企
業 

食肉センター事業特別会計 0 0 0 － 

中央卸売市場事業特別会計 51,999 48,650 3,349 6.9 

地方卸売市場事業特別会計 38 38 0 0.0 

農業集落排水事業特別会計 0 0 0 － 

標 準 財 政 規 模 36,375,405 36,322,778 52,627 0.1 

実 際 に 算 出 さ れ る 数 値 △26.58 △25.12 △1.46 － 

※  地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を「法適用企業」、地方財政法第 6 条の規

定により事業の経理を行っている公営企業であって、法適用企業以外のものを「法非適用企業」

という。 

 

連結実質赤字比率は、公営企業会計を含む本市の全会計を対象とした実質赤字額又は

資金不足額の程度を指標化したもので、令和元年度の実質収支額等は 9,670,203 千円の

黒字又は資金余剰であり、連結実質赤字は生じず、比率の表示は「－」となる。 

なお、上記の算式による標準財政規模に対する数値は△26.58％となり、前年度に比べ

1.46ポイント改善している。 
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 ３ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する実質公債費比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

 

              ( 6,294,219 ＋ 2,122,566 ) － （ 1,640,724 ＋ 5,819,810 ） 

                                36,375,405 － 5,819,810 

 

 

  ※ 準元利償還金 ： 

   ア 満期一括償還の地方債の１年当たりの元金償還金相当額等 

     イ 公営企業債の元利償還金に対する一般会計等の繰出金 

     ウ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 

     エ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

     オ 一時借入金利子 

   ※ 基準財政需要額算入額 ： 基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金・準元利償還金の額 

 

 

 

 （ 地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金(※) ）  

 － （元利償還金に係る特定財源 ＋ 基準財政需要額算入額(※) ） 

実質公債費比率 (％) ＝ 

  ①      ② 

×100 

標準財政規模 － 基準財政需要額算入額 

(令和元年度単年度) 

  

   

    ③ 
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＜実質公債費比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％） 

区      分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

① 地方債の元利償還金＋準元利償還金 8,416,785 8,815,470 9,457,399 

 

一 般 会 計 等 の 元 利 償 還 金 
( 繰 上 償 還 額 等 を 除 く ) 

6,294,219 6,693,274 7,294,334 

満期一括償還地方債の１年当たりの 

元 金 償 還 金 に 相 当 す る も の 
0 0 0 

公営企業に要する経費の財源とする地方債

の償還の財源に充てたと認められる繰入金 
1,613,559 1,616,256 1,668,294 

一部事務組合等の起こした地方債に 
充てたと認められる補助金又は負担金 

506,046 494,927 470,737 

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額 2,961 11,013 24,031 

一 時 借 入 金 利 子 0 0 3 

② ① に 充 て ら れ る 特 定 財 源 及 び 
 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 

7,460,534 7,718,113 7,969,302 

差  引  額  ①－②  956,251 1,097,357 1,488,097 

③ 標 準 財 政 規 模 か ら 基 準 財 政 
   需 要 額 算 入 額 を 差 し 引 い た 額 30,555,595 30,277,480 30,238,939 

単 年 度 比 率 （①－②）／③×100  3.12954 3.62433 4.92113 

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ） 3.8 

 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金等の大きさを 

３か年の平均で指標化したもので、地方債元利償還金等に係る特定財源及び基準財政需

要額算入額を差し引いた償還金などの単年度比率から算出される３か年平均の比率は

3.8％となり、前年度の 5.1％に比べ 1.3ポイント改善し、早期健全化基準の 25.0％を下

回っている。 
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４ 将来負担比率 

一般会計等の将来負担比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

 

 

 

                104,085,868 － 95,337,911 

                 36,375,405 － 5,819,810 

 

 

 

※  将来負担額 ： 

   ア  一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

   イ  債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準じるもの） 

   ウ  一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

   エ  加入組合等の地方債の元金償還に充てる負担等見込額 

   オ  退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

   カ  設立法人の負債等負担見込額 

   キ  連結実質赤字額 

     ク  加入組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額 

※  充当可能財源等 ＝ 充当可能基金額＋充当可能特定財源見込額＋地方債現在高等に対する 

                 基準財政需要額算入見込額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 将来負担額(※) － 充当可能財源等(※) 

    ①         ② 

標準財政規模 － 基準財政需要額算入額 

③ 

将来負担比率 (％) ＝ × 100 
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＜将来負担比率の算出基礎＞ 

（単位：千円、％、ポイント） 

区      分 令和元年度 平成 30年度 増 減 増減率 

① 将 来 負 担 額 104,085,868 105,008,570 △922,702 △0.9 

 
 

一般会計等の地方債現在高 65,984,961 65,872,845 112,116 0.2 

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 

支出予定額 
1,599,794 1,650,928 △51,134 △3.1 

一般会計等以外の特別会計の 

地方債償還金の繰入見込額 
19,199,077 20,180,117 △981,040 △4.9 

一部事務組合等の地方債償還金
の負担等見込額 

6,091,659 6,201,688 △110,029 △1.8 

退職手当支給予定額に係る負担 

見込額 
11,210,377 11,102,992 107,385 1.0 

設立法人の負債等に係る負担 

見込額 
0 0 0 － 

連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 － 

一部事務組合等の連結実質赤字

額に係る負担見込額 
0 0 0 － 

② 充当可能財源等 95,337,911 98,544,875 △3,206,964 △3.3 

差 引 額  ①－②  8,747,957 6,463,695 2,284,262 35.3 

③標準財政規模から基準財政需 

 要額算入額を差し引いた額 
30,555,595 30,277,480 278,115 0.9 

将来負担比率（①－②）／③×100  28.6 21.3 7.3 － 

 

   将来負担比率は、将来負担額から充当可能財源等を除いた将来負担すべき実質的な

負債額の程度を指標化したもので、令和元年度における将来負担すべき実質的な負債

額は 8,747,957 千円であり、標準財政規模 36,375,405千円から基準財政需要額算入額

5,819,810千円を差し引いた額 30,555,595 千円に対する比率は 28.6％となり、前年度

に比べ 7.3ポイント悪化しているものの、早期健全化基準の 350.0％を下回っている。 
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Ⅱ 公営企業会計資金不足比率審査意見 

 

（Ⅰ）法適用企業 

 

第１ 審査の対象 

   公営企業会計(法適用)の令和元年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

１ 宇部市水道事業会計 

２ 宇部市下水道事業会計 

３ 宇部市交通事業会計 

 

第２ 審査の期間 

令和 2 年 7 月 29日から同年 8 月 20 日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ、

正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし資金不足比率の算出

過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されている

かに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに参考書類と照合精査して審査し

た。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率については、いずれも適正に算定され、その算定の基

礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

 

                                   （単位：％） 

会  計  名 

資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 

令和元年度 平成 30年度 

水 道 事 業 会 計 － － 

20.0 下 水 道 事 業 会 計 － － 

交 通 事 業 会 計 － － 

※ 比率の「－」は資金不足額がないことを表す。 
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第６ 審 査 意 見 

   資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したもの

であり、各公営企業会計(法適用)においては、いずれも資金不足はなく、比率の表示

は「－」となり、良好な状態にあると認められる。 

 

第７ 審査の概要 

   資金不足比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率 (％) ＝ 
資金の不足額（※） 

事業の規模（※） 
× 100 

 ※ 資金の不足額 ＝ { 流動負債 － （ 控除企業債等 ＋ 控除未払金等 ＋ 控除額 ＋  

ＰＦＩ建設事業費等 ） } ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために 

起こした地方債の現在高 － （ 流動資産 － 翌年度へ繰り越される支出の 

財源充当額 ） － 解消可能資金不足額 

 

 

  

               

 ※ 事 業 の規 模 ＝ 営業収益の額 （指定管理者の利用料金収入の額を含む[該当会計のみ] ） 

 － 受託工事収益の額 
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 ＜資金不足比率の算出基礎＞ 

 １ 水道事業会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増 減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 840,500   1,056,317 △215,817 △20.4  

流 動 負 債 1,724,812 1,890,514 △165,702 △8.8  

 

企 業 債 884,312 834,197 50,115 6.0 建設改良費等企業債 

引 当 金 79,769 77,941 1,828 2.3 
賞与引当金、   

法定福利費引当金 

未 払 金 466,581 722,559 △255,978 △35.4 
工事未払金、 

未払消費税等 

未 払 費 用 55,895 37,793 18,102 47.9 委託料等 

預 り 金 238,255 218,024 20,231 9.3 
下水道使用料預り金、

預り保証金等 

② 流 動 資 産 5,174,364 5,012,680 161,684 3.2  

 

現 金 預 金 4,680,608 4,514,919 165,689 3.7  

未 収 金 407,959 412,895 △4,936 △1.2 
未収給水収益、 

未収負担金等 

貸 倒 引 当 金 △2,072 △3,113 1,041 － 回収不能見込額 

有 価 証 券 270 270 0 0.0 
収納取扱金融機関保

証金 

貯 蔵 品 23,133 25,307 △2,174 △8.6 
配水管、薬品、   

量水器、再用品等 

前 払 費 用 342 411 △69 △16.8 自動車損害賠償保険料 

前 払 金 63,715 61,991 1,724 2.8 繰越工事前払金 

 そ の 他 流 動 資 産 408 － 408 皆増 立替金（退職手当） 

③ 翌年度へ繰り越される 

  支出の財源充当額 
0 0 0 －  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△4,333,864 △3,956,363 △377,501 △9.5  

営 業 収 益 3,487,903 3,541,587 △53,684 △1.5  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 3,487,903 3,541,587 △53,684 △1.5 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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２ 下水道事業会計  

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 157,337 582,045 △424,708 △73.0  

流 動 負 債 2,363,685 2,797,151 △433,466 △15.5  

 

企 業 債 2,206,348 2,215,106 △8,758 △0.4 建設改良費等企業債 

引 当 金 42,192 41,638 554 1.3 
賞与引当金、     

法定福利費引当金 

未 払 金 93,189 529,449 △436,260 △82.4 委託料、負担金等 

預 り 金 21,956 10,959 10,997 100.3 一般会計からの補助金等 

② 流 動 資 産 3,919,330 3,909,734 9,596 0.2  

 

現 金 預 金 2,228,868 2,604,490 △375,622 △14.4  

未 収 金 464,095 442,684 21,411 4.8 
未収水道汚水使用料、 

未収井戸汚水使用料等 

貸 倒 引 当 金 △13,378 △13,814 436 － 回収不能見込額 

前 払 費 用 243 325 △82 △25.2 自動車損害賠償保険料 

前 払 金 1,239,501 876,049 363,452 41.5 繰越工事前払金 

③ 翌年度へ繰り越される 

支出の財源充当額 
1,204,007 877,260 326,747 37.2  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△2,557,986 △2,450,429 △107,557 △4.4  

営 業 収 益 2,934,875 2,870,924 63,951 2.2  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 2,934,875 2,870,924 63,951 2.2 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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３ 交通事業会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 内  容 

① 流動負債－企業債 74,958 94,756 △19,798 △20.9  

流 動 負 債 121,242 147,037 △25,795 △17.5  

 企 業 債 46,284 52,281 △5,997 △11.5 建設改良費等企業債 

 

引 当 金 23,820 25,975 △2,155 △8.3 
賞与引当金、 

法定福利費引当金 

未 払 金 47,321 53,459 △6,138 △11.5 
諸給与費、諸手数料、 

燃料・バス整備費等 

前 受 金 221 3,515 △3,294 △93.7 
募集型企画旅行代金、 

定期券収入 

預 り 金 3,596 11,807 △8,211 △69.5 
高速バスチケット代売上金、 

貸切バス諸施設使用料等 

② 流 動 資 産 789,773 766,638 23,135 3.0  

 

現 金 預 金 704,862 648,844 56,018 8.6  

未 収 金 81,433 114,137 △32,704 △28.7 乗合・貸切自動車収入等 

貸 倒 引 当 金 △1,572 △2,203 631 － 回収不能見込額 

貯 蔵 品 2,313 2,165 148 6.8 
タイヤ・チューブ、軽油、

修繕用品等 

前 払 費 用 2,733 2,910 △177 △6.1 自動車損害賠償等保険料 

立 替 金 4 285 △281 △98.6 定期券払戻立替金 

前 払 金 － 500 △500 皆減  

③ 翌年度へ繰り越される 

  支出の財源充当額 
0 0 0 －  

資金の不足額 

①－(②－③) 
△714,815 △671,882 △42,933 △6.4  

営 業 収 益 557,046 596,470 △39,424 △6.6  

受 託 工 事 収 益 0 0 0 －  

事 業 の 規 模 557,046 596,470 △39,424 △6.6 営業収益－受託工事収益 

資 金 不 足 比 率 － －    

※ 資金の不足額が△（負数）の場合は、資金剰余額を表す。 

 

流動負債に加えるべき建設改良費等以外の経費の財源に充てるため起こした地方債

はなく、資金不足はないことから、比率の表示は「－」となる。 
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（Ⅱ）法非適用企業 

 

第１ 審査の対象 

   公営企業会計(法非適用)の令和元年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類 

１ 宇部市食肉センター事業特別会計 

２ 宇部市中央卸売市場事業特別会計 

３ 宇部市地方卸売市場事業特別会計 

４ 宇部市農業集落排水事業特別会計 

 

第２ 審査の期間 

令和 2 年 7 月 29日から同年 8 月 20 日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ、

正確であるか。 

 

第４ 審査の方法 

審査に当たっては、宇部市監査基準に準拠し、法令等に照らし資金不足比率の算出

過程に誤りがないか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されている

かに主眼を置き、関係部局から説明を求めるとともに参考書類と照合精査して審査し

た。 

 

第５ 審査の結果 

審査に付された資金不足比率については、いずれも適正に算定され、その算定の基

礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているものと認められた。 

 

                                   （単位：％） 

会  計  名 

資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 

令和元年度 平成 30年度 

食肉センター事業特別会計 － －  

20.0 
中央卸売市場事業特別会計 － －  

地方卸売市場事業特別会計 － － 

農業集落排水事業特別会計 － － 

※ 比率の「－」は資金不足額がないことを表す。 
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第６ 審 査 意 見 

   資金不足比率は、公営企業の資金不足額が事業規模に占める割合を指標化したもの

であり、各公営企業会計(法非適用)においては、いずれも収支が保たれており、資金

不足は生じず、比率の表示は「－」となり、良好な状態にあると認められる。 

 

第７ 審査の概要 

   資金不足比率の算出過程を式で示すと、次のとおりである。 

 

 

 ＜資金不足比率の算出基礎＞ 

  

１ 食肉センター事業特別会計  

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 12,686 14,245 △1,559 △10.9 

歳 出 総 額 12,686 14,245 △1,559 △10.9 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0 0 0 － 

実 質 収 支 額 0 0 0 － 

営業収益に相当する収入の額 530 576 △46 △8.0 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 530 576 △46 △8.0 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

   歳入歳出総額は、ともに 12,686 千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充て

るために起こした地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」とな

る。 

  

 

 

 

 

※ 資金の不足額 ＝ （実質赤字額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方 

債の現在高） － 解消可能資金不足額 

 

※ 事 業 の規 模 ＝ 営業収益に相当する収入の額 (指定管理者の利用料金収入の額を含む[該当会計のみ]) 

－ 受託工事収益に相当する収入の額 

資金不足比率 (％) ＝ 

資金の不足額（※） 

事業の規模（※） 
× 100 
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２ 中央卸売市場事業特別会計  

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 164,770 172,468 △7,698 △4.5 

歳 出 総 額 112,771 123,818 △11,047 △8.9 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0 0 0 － 

実 質 収 支 額 51,999 48,650 3,349 6.9 

営業収益に相当する収入の額 64,137 65,696 △1,559 △2.4 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 64,137 65,696 △1,559 △2.4 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

実質収支額は 51,999 千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために 

起こした地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」となる。  

 

３ 地方卸売市場事業特別会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 4,878 40,480 △35,602 △87.9 

歳 出 総 額 4,840 40,442 △35,602 △88.0 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0 0 0 － 

実 質 収 支 額 38 38 0 － 

営業収益に相当する収入の額 8,173 8,049 124 1.5 

 (うち指定管理者の利用料金収入の額) (8,173) (8,049) (124) (1.5) 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 8,173 8,049 124 1.5 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

実質収支額は 38千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こし

た地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」となる。 
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４ 農業集落排水事業特別会計 

                               （単位：千円、％） 

区    分 令和元年度 平成 30年度 増  減 増減率 

歳 入 総 額 253,098 260,869 △7,771 △3.0 

歳 出 総 額 253,098 260,869 △7,771 △3.0 

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0 0 0 － 

実 質 収 支 額 0 0 0 － 

営業収益に相当する収入の額 22,213 22,764 △551 △2.4 

受託工事収益に相当する収入の額 0 0 0 － 

事 業 の 規 模 22,213 22,764 △551 △2.4 

資 金 不 足 比 率 － －   

   

歳入歳出総額は、ともに 253,098 千円であり、建設改良費等以外の経費の財源に充

てるために起こした地方債もないことから、資金不足はなく、比率の表示は「－」と

なる。 

 

 

 

 



＜資料＞

宇部・阿知須公共下水道組合

山口県後期高齢者医療広域連合

山 口 県 市 町 総 合 事 務 組 合

交 通

一部事務組合・広域連合

公
営
企
業
会
計

介 護 保 険

市 営 駐 車 場

後 期 高 齢 者 医 療

中 央 卸 売 市 場

食 肉 セ ン タ ー

公
営
事
業
会
計

法
非
適
用

国 民 健 康 保 険

水 道

地 方 卸 売 市 場

20

宇部・山陽小野田消防組合

法
適
用

地方公社・第三セクター等

農 業 集 落 排 水

（該当なし）

下 水 道

公 共 用 地 造 成

宇　　　部　　　市

一
般
会
計
等

一 般 会 計

特 別 会 計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

資
金
不
足
比
率
（
会
計
別
）

健全化判断比率・資金不足比率の対象となる会計及び団体

将
来
負
担
比
率


	００　健全化　　審査意見書　表紙
	０１　健全化　　審査意見書　かがみ、目次
	０２　健全化判断比率審査意見
	０３　資金不足比率審査意見
	０４　各比率の対象.pdf

